
平成 26 年度緊急雇用創出事業基金事業 地域人づくり事業（雇用拡大プロセス） 

「次世代ロボット開発人材養成事業」業務委託仕様書 

 

１ 総則 

  この仕様書は、「平成 26 年度緊急雇用創出事業基金事業 地域人づくり事業（雇用プロ

セス）「次世代ロボット開発人材養成事業」」を実施する上で必要な事項を定める。 

 

２ 目的 

  少子高齢化の進展に伴う労働力不足への懸念から、人と共存して作業する生活支援ロボ

ットをはじめとした次世代ロボットの実用化が期待されている。そのような中、本年 2 月

に生活支援ロボットの安全性に関する国際規格が発行され、これまで以上に次世代ロボッ

トの開発が活発化することが予想される。 

産業用ロボット全国一のポテンシャルを有する本県が、次世代ロボット分野についても我

が国をリードしていくためには、喫緊に当該分野を担う人材を養成することが課題となっ

ている。 

そこで、本事業では次世代ロボット開発人材を養成するため、OFF－JT としてビジネスマ

ナーや職業意識の醸成に加え、機械、電気、情報技術等の基礎知識、ロボット制御、リス

クアセスメントなど、専門知識を幅広く習得する研修プログラムを実施する。併せて、OJT

としてロボット関連企業において職場実習を行うことで、より実践的なスキルを身につけ

させながら就職に繋げる。 

また、OFF－JT として次世代ロボット企業の製品・技術をＰＲするイベントを開催するこ

とで、雇用した失業者の営業スキルの向上、実習受け入れ企業の販路開拓支援等も図る。 

 

３ 実施方法 

知事が適当と認めた者に委託して実施する。 

受託事業者は、失業者を雇用して、ビジネスマナー、接遇、機械、電気、情報技術などの基

礎知識からロボット制御、リスクアセスメントなどの専門知識の講義に加え、ロボット設

計・製作実習など幅広い研修プログラムの実施や次世代ロボット企業の製品・技術をＰＲ

するイベントの開催（OFF-JT）をするほか、失業者が職場実習を行う次世代ロボット関連企業

等（以下、「職場実習先企業」という。）を確保して、双方のマッチングを行い、失業者を派遣し

て職場実習（OJT）を行わせる。 

 

４ 実施期間 

  平成２６年６月下旬（予定）から平成２７年３月３１日（火）まで 

 （失業者の雇用は、平成２６年８月１日（金）から平成２７年２月２８日（土）まで） 

 

５ 雇用対象者 

  未就職卒業者を含む失業者（以下、「失業者等」という。）１０名 

 

６ 事業内容等 

（１）事業の実施 

ア 受託事業者において失業者等を雇用すること。 



イ 受託事業者は、雇用開始後３~４か月の間、ビジネスマナーや接遇等に加え、次世代ロボッ

ト開発に必要な基礎研修及び専門研修（OFF-JT）を自身若しくはその他の教育訓練機関

において行うこと。 

 また、OFF-JT として次世代ロボット企業の製品・技術をＰＲするイベントを開催す

ること。 
ウ  受託事業者は、職場実習先企業を確保して労働者派遣契約を締結し、失業者等とのマ

ッチングを行った上で、失業者等を派遣し、職場実習（OJT）を３~４か月の間実施すること。 
なお、職場実習の内容は、単純な作業の繰り返しは避け、失業者等のキャリア形成に資す

る内容となるよう配慮するとともに、その実施に際しては、労働者派遣契約とは別に「研修

に関する覚書」を締結すること。 

  また、受託事業者は、職場実習先企業の確保にあたっては、失業者等を職場実習期間中又は

終了後に正規社員として雇用することに意欲的な企業等を選定すること。 
   エ 受託事業者は、前記イ及びウの実施にあたっては、あらかじめその内容を策定した実

施計画書を作成し、その実施計画書に基づき実施すること。 

オ  受託事業者は、失業者等の職場実習期間中、フォローアップ（実施内容の把握、相談、職

場実習先企業との調整等）を実施すること。 
カ 受託事業者は、失業者等が職場実習終了後に正規雇用として就職できるよう個別就職相談、

支援を行うこと。 

※ OFF－JT：受託事業者もしくは教育訓練機関等で座学・実習を受講したり、セミナーなどへ参加し 
て受講する教育訓練 

OJT：職場実習先企業での仕事を通じて、必要な技術、能力、知識、あるいは仕事に対する心構

えや価値観などを習得させる教育訓練 
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※ ③は、失業者等の職場実習先企業への派遣開始前に行う OFF－JT を指す 

④は、失業者等の職場実習を指す 
 

（３）雇用条件 

ア 勤務日数は１月平均２０日程度とすること。 

イ 勤務時間は、１日あたり６時間以上８時間以内とし、１週あたり４０時間以内とする

こと。 

ウ 賃金は、月額１８４，０００円とすること。 

エ 通勤手当を支給すること。 

オ 社会保険及び労働保険に加入すること。 

 

（４）募集及び雇用者選定 

   募集にあたっては、募集チラシの作成・配布、求人誌・求人ＷＥＢ媒体掲載等とする

こと。 

   応募者に対しては、事業説明会を開催して、事業内容の詳細を周知し、その上で面談

等により雇用者を選定すること。 

   また、選定に際して、失業者等であるか否かの確認を行うものとする。 

   なお、失業者等の雇用は、過去において他の地域人づくり事業により雇用された期間

と通算して１年以内とし、更新は不可（東日本大震災等による被災求職者を除く。）と

する。 

 

７ 事業の要件 

  「新規雇用を行う失業者等に係る人件費」は、総事業費の２分の１以上とすること。 

 

８ 事業の対象経費 

 (１) 新規雇用を行う失業者等に係る人件費（新規雇用者人件費） 

・賃金 

・通勤手当（受託事業者の社内規定等により支給） 

・社会保険及び労働保険に係る事業主負担分 

・上記に係る消費税（８パーセント相当額） 

（２）上記（１）以外（既雇用者）の人件費（既雇用者人件費） 

   同上 

【既雇用者】 

・失業者等の募集及び雇用者の選定を行う者 

・人材育成に係る業務を行う者 

・職場実習先企業の開拓・確保を行う者 

・失業者等のカウンセリング、職場実習先企業とのマッチングを行う者 

・職場実習開始後に失業者等、職場実習先企業双方にフォローアップを行う者 

・正規雇用への支援を行う者 

(３) 失業者等の専門的研修（OFF-JT）に係る経費（研修費） 



ア 受託事業者自ら行う OFF-JT の場合 

内部講師及び研修担当者（OFF-JT 実施の進行管理を行う者）の賃金（OFF-JT 従事時

間分に係る）、外部講師謝金及び旅費、教科書代や教材費、その他研修に必要な資材 

等、イベント開催費 等 

イ 教育訓練機関等での OFF-JT の場合（本人負担相当分） 

教育訓練機関の入学料（入学金、登録料、入学試験受験料）、授業料（講座受講料、

実習費、補講費）、教科書代や教材費、検定試験受験料、教育訓練機関に通うための

交通費、通信制講座の受講に必要な通信費、受講に係る宿泊費（泊り込みの研修）、

教育訓練機関から貸与されるパソコン等の器材のレンタル費、各種セミナーへの出席

に係る経費、イベント開催費 等 

 

（４）物件費 

  （直接費） 

・ 旅費（職場実習先企業確保、各フォローアップ等） 

・ 参加者募集費（募集チラシ印刷費、求人誌掲載費、求人ＷＥＢ媒体掲載費、事業説明

会会場費等） 

・ その他の直接費 

（間接費） 

消耗品費、光熱水費等 事業実施に係る間接経費 

【間接費の算出】 

   （１）新規雇用者人件費、（２）既雇用者人件費、（３）研修費、（４）物件費のうち直接

費を合わせた額の１０パーセント以内 

 

（５）その他 

   機器等の購入は認めていないため、リース又はレンタルで対応すること。 

   なお、当該委託事業のために締結するリース契約においては、入札の実施や複数の者

から見積書を徴取するなどにより適正に行うこと。また、リース契約終了後は貸し手に

リース物件を返還するリース契約とすること。 

 

９ 秘密保持及び個人情報の保護 

（１） 秘密の保持 

ア 県は、受託事業者から県に提出された企画提案書等は、委託業務における契約予定者の選

定以外の目的で使用しない。 

イ 受託事業者は、委託業務に関し、県から受領又は閲覧した資料等は、県の了解なく公表又

は使用してはならない。 

ウ 受託事業者は、委託業務で知り得た県、新規雇用者及び職場実習先企業の業務上の秘密を

他に漏らしてはならない。 

（２）個人情報の保護 

受託事業者は、委託業務を履行する上で個人情報を取り扱う場合は、愛知県個人情報保護条

例（平成１６年愛知県条例第６６号）を遵守しなければならない。 

 

１０ その他 



（１） 受託事業者は、委託業務の実施の進捗状況を適宜、県に報告し、調整を図ること。 

（２） 受託事業者は、前記６（１）エで策定する実施計画書を県に提出し、承認を受けること。 

なお、変更が生ずれば、速やかに変更届を提出し、承認を受けること。 

（３） 委託事業者は、事業完了時の雇用実績報告書、人材育成・就業支援実績報告書などの提出義

務があるほか、委託事業にかかる以下の書類を他の業務のものと区分して整備するとともに、

委託者からの求めに応じて、関係書類の閲覧、写しの提出等の義務を負うこと。 

・委託業務に係る経費内訳書及び会計帳簿類 

・新規雇用失業者の雇用に関する関係書類 

・委託業務に係る労働関係帳簿等 

・人材育成・就業支援に関する関係書類 

（４） 委託事業者は、新規雇用者の人材育成の内容について、業務日報を作成する等書面によりそ

の結果を確認できるよう整備すること。 

（５） 委託事業者は、新規雇用者に対し、雇用開始時にその人材育成・就業支援の内容について周

知すること。また、事業終了後に新規雇用者から人材育成の内容についてのアンケート調査

を実施し、その効果の検証に努めるとともに、書類の保管すること。 

（６） 契約に違反した場合、目標を達成できない程度が甚だしい場合若しくは目標を悪意をもって

達成できない場合には、当該委託契約の一部又は全部を解除し、委託事業者に対し委託料を

払わない、若しくは支払った委託料の一部又は全部を返還させる場合があること。 

（７） 受託事業者は、委託業務の実施にあたって、不明確な点があるときは、県と協議すること。 

（８） 当該委託事業と同一の事由により支給要件の満たすこととなる各種助成金、委託事業、補助

金のうち国、県、市町村が実施するものとの併給はできないこと。 

（９） この事業は、国の交付金を活用した事業のため、会計検査院の実地検査等の対象となること。 

（10）この事業に係る書類については、平成３４年３月末まで保管すること。 

 

１１ 問合せ先 

  〒４６０－８５０１（住所記載不要） 
名古屋市中区三の丸３丁目１番２号（愛知県庁西庁舎７階） 
愛知県産業労働部産業振興課次世代産業室 次世代第二グループ（担当：木村、堀場） 
電 話 ０５２－９５４－６３５２（ダイヤルイン） 
ＦＡＸ ０５２－９５４－６９２７ 
E-mail：jisedai@pref.aichi.lg.jp 

 


